









































































ト・前掲注2)書参照。See Bijal J. Patel, Comment, Myspace or Yours: the Abridgement of 










































































6）See Patel, supra note 4, at 784-88; Scott R. Grubman, Note, Think Twice Before You 





















を理由とする解雇を適法としたSmyth v. Pillsbury Co., 914 F. Supp. 97 (E. D. Pa. 1996)や，
一部裸体の女性の写真を添付したメールの送信が就業規則に違反することを理由に行われた
解雇について，原告によると，解雇の真の狙いはボーナスの不支給にあったが，違反は違
























v. NLRB, 424 U.S. 507, 513 (1976); Columbia Broadcasting System, Inc. v. Democratic





に違反するとされるであろう。          

























10）Pikering v. Board of Education, 391 U.S. 563 (1968).













































14）See Paul S. Gutman, Say What? : Blogging and Employment Law in Conflict, 27
Colum. J.L. & Arts 145, 162 (2003).
15）See Aaron Kirkland, Note, "You Got Fired? On Your Day Off?!": Challenging 




























17）See Katherine M. Scott, When is employee blogging protected by Section 7 of the 
NLRA?, 2006 Duke L. & Tech. Rev. 17 (2006); Marc Cote, Comment, Getting Dooced: 
Employee Blogs and Employer Blogging Policies Under the National Labor Relations Act, 
82WASH. L. REV. 121 (2007).
18）Register Guard, 351 NLRB 1110 (2007).
19）Guard Publishing Co. v. NLRB, 571 F.3d 53 (D.C. Cir. 2009).





















21）Register Guard, 351 NLRB 1110 (2007) .
22）Cal. Lab. Code§96(k); Cal. Lab. Code§98.6.
23）See Shelbie Byers, Note, Untangling the World Wide Weblog: A Proposal for Blogging, 
Employment-at-Will, and Lifestyle Discrimination Statutes, 42 Val. U. L. Rev. 245,
269-70(2007); John S. Hong, Comment, Can Blogging and Employment Co-Exist?, 41
























25）Conn. Gen. Stat.§ 31-51q.
26）Id.
27）N.Y. Lab. Law§ 201-d(2).
28）N.Y. Lab. Law§ 201-d(3)(a).























30）N.D. Cent. Code§ 14-02.4-03.




























































































































































































45）前掲注44)判決参照。           
　以上のように，私生活において，被用者は自由にブログを閲覧したり，それ
に書き込みしたりすることができる。しかし，職務遂行の過程で知りえた「秘密」
をブログに書き込んだり，または，虚偽の事実をもって，もしくは，不穏当な
表現を用いて，会社や上司などについてブログで誹謗中傷したりすると，たと
え私生活上の行為であっても，使用者は，秘密保持義務違反または企業の名誉
や信用を傷つけない義務違反等を理由に，被用者を懲戒処分に処したり，また
は解雇することが許される。したがって，ブログを行おう，または行っている
被用者は，ネット社会でよく見られる「秘密」の暴露や漏洩，または，過激な
表現を用いた他者非難や誹謗中傷などについて感覚を麻痺させることなく，そ
のような安易な書き込みを慎むよう注意する必要があろう。ついつい，調子に
乗って書き込みすぎたことが，後日，自分の首を絞めることになるからだ。
Ωޓ⚿߮ߦ߆߃ߡ
　米国では，解約自由の原則のもとで，勤務時間中であればいざ知らず，勤務
時間外に自宅でブログの閲覧・書き込みを行っている被用者さえも常に，それ
を理由とする解雇の脅威にさらされている。そのことにより，市民社会にとっ
て有用なブログの閲覧・書き込みさえも不当に抑圧されることになり，自らか
らブログの閲覧・書き込みを自粛しようとする者もいる。このような状況を受
け，多くの研究者は，「公序」の法理の拡張的適用やライフスタイル差別禁止
法の制定の促進などを通じて，市民社会にとって有用なブログの閲覧・書き込
みを保護すべきであると主張している。
　他方，わが国では，米国とは異なり，解雇や懲戒処分への厳格な法的規制を
通じて，勤務時間外に職場外で行う限り，原則として，被用者は使用者からの
規制を受けずに自由にブログを閲覧し書き込みをなすことができることになっ
ている。ただし，企業秩序や企業利益を脅かす恐れのある内容の書き込みを行
おうとする場合は，この限りではない。また，勤務時間中であっても，社外と          
の連絡や職場内の日常会話などのために行うブログの閲覧・書き込みについて
は，社会通念上許容される範囲内で，職務に支障を生じさせない程度のもので
あれば，職務専念義務違反に問われなかったり，相当性を欠くとして懲戒処分
を免れうる余地がある，といえよう。
　とはいえ，ブログやツイッターの利用に関する日本の現状を見ると，本論の
冒頭で述べた，国家機密の漏洩，顧客情報の暴露および同僚への誹謗中傷に関
する目に余る諸事件に象徴されるように，安易な書き込みが散見される。被用
者側も，コミュニケーションの相手方の表情が見えないネット社会の罠に陥る
ことなく，通常の現実社会のモラルをもってブログの利用を行う必要があろう。
だからこそ，「ブログへの書き込み前には再考を！」と。
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